
北海道告示第11686号

北海道が令和６年度において補助金等を交付する事務又は事業、補助対象経費、補助率等を次のとおり定める。

令和６年12月17日

北海道知事 鈴木 直道

（保健福祉部所管分 その22）

補助金等を交付する事 交付申請書に添 実績報告書に添 交付申請書の提 補助金等の交

務又は事業の名称及び 補 助 対 象 者 補 助 対 象 経 費 補 助 率 等 付すべき関係書 付すべき関係書 出部数、提出期 付に関する権 摘 要

その目的又は趣旨 類 類 限及び提出先 限の委任

１ 障害児安全安心対策事 市町村（指定都 ICTを活用した子どもの見守りサ ５分の４以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式 提出部数 １部

業（障害児通所支援事業 市及び中核市を除 ービス等の機器の導入、登降園管理 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式 提出期限 別に指示す

所分） く。）、社会福祉 システムの導入を行う事業を実施す 寄附金その他 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 る日

法人、公益社団法 るために必要な装置・機器の購入費 の収入金がある 保福第１の20号様式 別に指示する書類 提 出 先 保健福祉部

障害児通所支援事業所 人、公益財団法人、（装置・機器の運搬費、装置・機器 ときは、補助金 保福第１の32号様式 子ども政策

における子どもの安全を 特定非営利活動法 の設置・据え付け費・工事費を含 等の額の算定に （申請者が市町村で 局子ども家

守るための万全の対策を 人及び営利法人等 む。）、負担金、補助金、助成金、 当たり、当該寄 ある場合を除く。） 庭支援課

講じるとともに、子ども 交付金 附金その他の収 別に指示する書類

を預けている保護者の不 入金の控除等を

安解消を図ることを目的 行う。

として、予算の範囲内で

補助する。

２ がん診療施設・設備整 日本赤十字社、 提出部数 正副１部

備事業 社会福祉法人恩賜 提出期限 別に指示す

財団済生会、北海 る日

地域住民のがん診療 道厚生農業協同組 提出先 保健福祉部

施設の確保、地域の医 合連合会、社会福 健康安全局

療機関相互の密接な連 祉法人北海道社会 地域保健課

携と機能分担の促進及 事業協会及びその

び医療資源の効率的活 他知事が適当と認

用を図るため、予算の める者

範囲内で補助する。

(1)施設整備事業 がん診療施設として必要な次の各 ０．３３以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式

部門の新築、増改築に要する工事費 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式



又は工事請負費 寄附金その他 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式

の収入金がある 保福第１の20号様式 保福第32号様式

１ 診療棟 ときは、補助金 保福第32号様式 別に指示する様式

診察室、検査室、エックス線 等の額の算定に 別に指示する様式

室、手術室、がん治療室等 当たり、当該寄

２ がん専用病棟 附金その他の収

病室、診察室、処置室、記録 入金の控除等を

室、患者食堂、寝具倉庫、バル 行う。

コニー、廊下、便所等

(2)設備整備事業 がん診療施設として必要ながんの ３分の１以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式

医療器械及び臨床検査機械等の備品 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式

購入費 寄附金その他 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式

の収入金がある 保福第１の20号様式 保福第33号様式

ときは、補助金 保福第33号様式 別に指示する様式

等の額の算定に 別に指示する様式

当たり、当該寄

附金その他の収

入金の控除等を

行う。

３ 在宅医療提供体制強化

事業

地域における在宅医療

提供体制の強化を図るた

め、予算の範囲内で補助

する。

(1) 在宅医療グループ 医療機関、郡市 事業に必要な報酬、給料、職員手 10分の10以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式

診療等運営事業 医師会、市町村、 当等、共済費、賃金、報償費、旅費、 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式

訪問看護ステーシ 需用費（会食に要する経費を除 寄附金その他 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式

ョンその他知事が く。）、役務費、委託料、使用料及 の収入金がある 保福第１の20号様式 別に指示する様式

認める者 び賃借料 ときは、補助金 保福第１の32号様式

等の額の算定に （申請者が市町村で

当たり、当該寄 ある場合を除く。）

附金その他の収 別に指示する様式



入金の控除等を

行う。

(2) 在宅医療体制支援 医療機関、郡市 事業に必要な報酬、給料、職員手 10分の10以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式

事業 医師会、市町村 当等、共済費、賃金、報償費、旅費、 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式

需用費（会食に要する経費を除 寄附金その他 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式

く。）、役務費、委託料、使用料及 の収入金がある 保福第１の20号様式 別に指示する様式

び賃借料 ときは、補助金 保福第１の32号様式

等の額の算定に （申請者が市町村で

当たり、当該寄 ある場合を除く。）

附金その他の収 別に指示する様式

入金の控除等を

行う。

(3) 在宅医療推進事業 市町村 事業に必要な報酬、給料、職員手 ２分の１以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式

当等、共済費、賃金、報償費、旅費、 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式

需用費（会食に要する経費を除 寄附金その他 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式

く。）、役務費、委託料、使用料及 の収入金がある 保福第１の20号様式 別に指示する様式

び賃借料、備品購入費、負担金、補 ときは、補助金 別に指示する様式

助及び交付金 等の額の算定に

当たり、当該寄

附金その他の収

入金の控除等を

行う。

(4) 訪問診療用ポータ 医療機関、郡市 事業に必要な備品購入費 ２分の１以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式

ブル機器等整備事業 医師会、市町村、 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式

訪問看護ステーシ 寄附金その他 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式

ョン の収入金がある 保福第１の20号様式 別に指示する様式

ときは、補助金 保福第１の32号様式

等の額の算定に 別に指示する様式

当たり、当該寄

附金その他の収

入金の控除等を

行う。

(5) 在宅医療多職種連 市町村、病院又 ア 事業に必要な委託料、医療機器 ２分の１以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式



携ICTネットワーク構 は診療所の開設 及び備品の購入費（取付工事料を含 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式

築事業 者、医師会、訪問 む。ただし補助対象者の施設内のみ 寄附金その他 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式

看護ステーション の情報システムの導入若しくは現在 の収入金がある 保福第１の20号様式 保福第33号様式

その他知事が認め 導入しているシステムの更新に係る ときは、補助金 保福第１の32号様式 別に指示する様式

る者 経費又は、地域医療情報連携ネット 等の額の算定に （申請者が市町村で

ワーク構築事業費補助金で対象とな 当たり、当該寄 ある場合を除く。）

る経費を除く。） 附金その他の収 保福第33号様式

イ 上記アの経費を対象として事業 入金の控除等を 別に指示する様式

を実施する事業者に対して、当該事 行う。

業費を補助する場合における当該補

助に要する経費

(6) 在宅医療多職種連 市町村、病院又 事業に必要な委託料、報酬、報償 10分の10以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式

携ICTネットワーク導 は診療所の開設 費（謝金）、旅費 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式

入アドバイザー事業 者、医師会、訪問 寄附金その他 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式

看護ステーション の収入金がある 保福第１の20号様式 保福第344号様式

その他知事が認め ときは、補助金 保福第１の32号様式 別に指示する様式

る者 等の額の算定に （申請者が市町村で

当たり、当該寄 ある場合を除く。）

附金その他の収 保福第344号様式

入金の控除等を 別に指示する様式

行う。

４ 防災訓練等参加事業 道からＤＭＡＴ 国が主催する総合防災訓練参加に 10分の10以内 保福第１の２号様式 － 提出部数 １部 実績報告は

指定医療機関とし 要した経費（旅費、通信運搬費、借 保福第１の30号様式 提出期限 別に指示す 要しない

大規模地震を想定して て指定を受けた病 料及び損料、燃料費） 寄附金その他 保福第１の31号様式 る日

実施される予定の広域医 院の開設者 の収入金がある 別に指示する書類 提 出 先 保健福祉部

療搬送実働訓練など、国 ときは、補助金 地域医療推

又は国と地方公共団体と 等の額の算定に 進局地域医

の合同で実施される総合 当たり、当該寄 療課

防災訓練へのＤＭＡＴ 附金その他の収

(災害派遣医療チーム)の 入金の控除等を

参加を促進することを目 行う。

的として、予算の範囲内

において交付する。


